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経済状況にも影響を与えている。一・二五革命を契機に再び活発化した労働ストライキの波は、公的部門を中心に現在まで続いている。また、近年のエジプト 経済成長を牽引 ていた海外直接投資の流入は、大幅に減少した まである。さらに、株価の低迷、失業率の上昇など、二〇一一年を通して経済は停滞した。　
政変によって一時的に政治・経
済状況が混乱す ことは不可避であり、エジプトにおいても当面の困難は予想されていた。しかしながら、当初の予想以上 混乱が続
































た国際原油価格と、国内経済改革の再開によってもたらされた。原油価格の上昇は、石油関連収入の増加や湾岸産油国からの投資流入をもたらし、エジプト経済の成長要因となった。ま 、二〇〇四年に発足したナズィーフ内閣による経済改革は、税率削減 投資環境の改善、輸出支援 ど、民間企業の活動を促進させるものであった。それらの結果、エジプト経済の成長率は二〇〇〇年代後半に七％となり、 年ぶりの成長率を記録した。また世界経済が失速した二〇〇八年以降もエジプト経済は相対的に高 を維持した。　
その一方で、二〇〇〇年代後半





だけでなく、多様なスローガンが掲げられた。経済的な要求では、賃金引き上げと雇用が最大のものであった。そ に対し ムバーラク大統領は経済対策の必要性を認め、内閣を刷新するとともに 公務員賃金の引き上げ、年金支給額の引き上げ、政府雇用の拡大などを約束した。しかしながら デモ参加者 要求は急速に大統領退陣に収れんし、二月初めには抗議デモの焦点は大統領の進退をめぐる攻防となった。そ ため、政権の経済施策は抗議デモの沈静化に結びつかなかった。　
他方、二月上旬以降に国内各地
で労働ストライキが活発化した。ストは企業部門だけでなく、省庁や公立病院といった多くの公的部門に及び、共通する要求項目 して、不当に低い賃金の引き上げ、
非正規雇用者の正規雇用への転換、腐敗した経営陣（幹部）の交代が掲げられた。労働ストライキは、一部は大統領退陣を求める反体制デモに同調するものであったが、多くは経済的な待遇改善に焦点を当てたものであった。とは言え、この時期に労働ストライキが続発したのは 当然ながら 反体制運動に触発されたもので以前の労働ストライキで 目立たなかった不正の追及（腐敗した経営陣の交代）を主な要求 一つとしたこと らも推測できるように、労働者は不正と不公正の是正を求めており、 反体制デモと同様に、 「公正」が実現すれば彼らの困難は解決されると考えていた。●革命後のエジプト経済　
ムバーラク大統領は二月一一日








よって任命された暫定内閣は、強行策と懐柔策を使い分けながら経済的混乱の終息を図 。ストの連鎖に対しては、国民の反発を招くことが明らかにも関わらず、労働ストライキを禁止する行政命令を出した。その一方で、法定最低賃金の改定、新たな労働組合連合の設立容認、非正規公務員の正規化（四五万人規模） 、不動産税の適用延期、キャピタルゲイン税の見送りなど、国民 要求に応える方針を打ち出した。 しか ながら、スト禁止令は実効性に欠け、ま懐柔策の即時実施は一部に留まったため、労働ストライキ 沈静化には至らなかった。むしろ九月以降に労働ストライキが再び増加するなど、労働者の不満は解決されなかった。　
二〇一一年の暫定内閣の経済運




済状況を概観したも である。二〇一〇年の後半は、前年同期と比較すると、経済成長率、輸出、資、外国人観光客数のいずれ 増加しており、エジプト経済 二〇〇九年の減速から復調しつつあったことが分かる。しかしながら、一 ・ 二五革命を境に経済は停滞し、なかでも対内直接投資と外国人観光客が大幅に減少した。二〇一一年後半の統計はまだ公表されていないが、一・二五革命の経済的影響として、短期的に 特に海外らエジプトへの資金流入の を招いたと言えるだろう。　
他方で、エジプトの民主化への
移行を支援するため、これまでに多くの国際 が表明されている。 例えば、 二〇一一年五月にドーヴィルで開催されたＧ
8サミット
では、 「アラブの春」を支援するために「ドーヴィル・パートナーシップ」 という枠組みが形成され、チュニジアとエジプトに対し、今後二年間で最大二〇〇億ドル 支
援を行うことが決定された。その後、ヨルダンとモロッコを支援対象国に加えるとともに、最大支援額を三八〇億ド に増額するなど、 支援枠組みの拡充が行われた。また、二国間支援では、アメリカやフランスなどの先進国に加えて、サウジアラビア、ＵＡＥ カタル、クウェートといったアラブ諸国もエジプトへの経済支援を表明した。　
しかしながら、国際社会からの
















GDP成長率 （％） 5.5 5.6 －4.3 0.4 ．．
インフレ率（都市部） （％） 10.7 10.5 11.0 11.9 9.0
輸出増加率 （％） 13.4 11.7 1.5 －7.3 ．．
国内投資増加率 （％） 23.7 13.5 －27.6 －1.9 ．．
対内直接投資増加率 （％） 18.8 17.7 －38.0 －33.7 ．．
外国人観光客増加率 （％） 12.6 15.8 －45.3 －35.4 ．．
為替レート LE/＄ 5.69 5.75 5.87 5.94 5.95
（出所）Financial Monthly (Ministry of Finance), Monthly Statistical Bulletin (Central Bank of Egypt)から筆者作成。
（注）国内投資は名目増加率。
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営が続くことになり、中長期的な政策方針を決定することは困難である。それは経済政策についても同様と考えられ、新大統領が選出されるまでの経済開発方針は現状維持とならざ を得ないだろう。つまり、短期的な経済運営は、これまでの開発枠組みを継続するとともに、経済安定化が最優先政策になると考えられる。なか も、労働ストの沈静化、物価安定、補助金制度の運用が重視されるだろう。いずれもすで 顕在化している課題であるが、経済安定 のためには引き続き優先的な対応が求められ 問 。　
一方で、民間企業、なかでも外





の政治分野での主要論点の一つは政治と宗教（イスラーム）の関わりであったが、その均衡点はまだみえてこない。今後二〇一二年三月に召集予定 人民議会において新しい統治枠組み 構築が本格化すること なるだろう。しかしながら、各政党の具体的 政策は二〇一一年一一 の選挙戦にお てもほとんど語られず、特に経済策の方向性は選挙の争点とならなかった。　
以上のように、足下の治安状況
が不安定なうえに、今しば くは暫定統治体制が続き、また各政党の政策も明ら でないなど、社会




リール広場を舞台に繰り広げられた新しい統治体制 模索 主な関心となり、経済政策は大きな論点とならなかった。 かしながら、
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